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Ⅰ　論文・報告等









































































トゥモロー』の実績」2015 年 8 月 6 日現在）
によれば、この時点での 2014 年 1 月から 2015
年 3 月までの実績について、支援対象校・地域
数は 151 カ国、「裨益者数」は 52 万 4065 人に
達したと報告している。
同 省 の HP（ 広 報 文 化 外 交「『Sport for 
Tomorrow（SFT）』プログラム概要（主な実施
例含む）」2015 年 4 月 1 日現在）によれば、実










































2014 年 8 月に設立された SFT コンソーシア





るという（2016 年 1 月 10 日付毎日新聞朝刊「『障
害』理解へ国際貢献」）。
４．SFT事業の特徴
外務省の HP（「Sport for Tomorrow プログラ































































































課）によれば、「2020 年までに支援対象 NF の
うち、IF 役員のポストを獲得した NF の割合」




1 億 1760 万円、1 団体当たり 1176 万円、後者
のコストは 5 団体で 6270 万円、1 団体当たり
1250 万円（いずれも数万円以下四捨五入）と
なっている。IF 役員倍増戦略も SFT と同様に
民間委託によって事業が実施される。
特徴的なのは、第１に、支援対象とした団体













治力』が不可欠」（2015 年 5 月 26 日付朝日新
聞デジタル「スポーツ界の国際役員を倍増せよ
　東京五輪向け国も支援」）であるにもかかわ
らず、五輪 35 競技のＩＦ役員約 650 人のうち、
日本人は 17 競技 18 人（同）にとどまっている
という。
IF 役員ポストの獲得が 2020 年東京五輪のメ
ダル獲得という成果に直結するという発想の下
で、スポーツ庁は今後、単純計算すれば 18 人






体的には SFT 事業と IF 役員倍増戦略の二つを
取り上げた。SFT 事業については、五輪開催決
























































このように SFT 事業と IF 役員倍増戦略と
は、政策戦略における成果、性質、影響力の点
で大きく異なる。しかし、両者に共通している
のは、いずれもが 2020 年東京五輪開催の産物
であるという点である。これを正の遺産とす
るか負の遺産とするかの分岐点は、「する、見
る、支える」スポーツにおける関係者や関心者
が 2020 年東京五輪を我が事として捉え、どの
ような形であれ関わり続けることにあるのでは
ないだろうか。
